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特集（招待論文）

はじめに

今から９年前，前世紀の最後の年のことである。当時
の森喜朗首相がある省庁の幹部に「君，このイット革命
って何だね」と尋ねたことが週刊誌で報じられた。それ
が日本における「IT革命事始め」であった。皮肉なこ
とに，それが大々的に報じられたことで「IT=アイティ」
という語の市民権が確立され，その概念自体が日本全体
に広まることとなった。しかし，そうした内容の記事が
出たまさにその当時，すでに欧米豪の諸国では，日常生
活の中にまでITが定着しつつあった。教育の分野もも
ちろんその例外ではなかった。小学校段階のホームスク
ーラーから，高校，大学段階の遠隔教育，さらには成人
学習の分野にまで，ITを用いたコースが種々に提供さ
れていたのである。ことに大学教育段階で初期のeラー
ニングシステムが実際に稼働し始めたのが，まさにその
時期と重なっていた。欧米豪の諸国では，有力大学のe
ラーニング部門の多くが，その前後に本格的な運営を開
始している。ある意味でそうした潮流に “乗り遅れた”
形の日本であったが，その後，現在までのITの技術的

生涯学習とICT活用の可能性

岩永　雅也１）

日本の生涯学習におけるICT利用は，欧米豪の諸国に比べると大きく後れをとってきたが，
近年，ようやく活発な展開を見るようになってきた。その背景には，二つの要因がある。一つ
は，ICT技術の進歩とICTの著しい普及であり，もう一つは新自由主義的政策による生涯学習
の市場化である。その結果，生涯学習分野でのICT利用が進み，特にeラーニングが急速に広
まりつつある。また，生涯学習のボーダレス化も著しく進展した。

時間的，空間的に制約の大きい生涯学習者の多くは，従来型の大学教育には馴染まない学習
環境と学習条件を負っている。ICTを利用した遠隔高等教育は，そうした制約をきわめて小さ
くすることで，とりわけ生涯学習の需要者に有利な教育指導システムになっているということ
ができる。それは，一般にeラーニングが，学習上の時間的・空間的・社会的制約と不平等の
解消，学習コストの軽減，授業に利用できる情報の量の増大と拡がり，ICT関連技術の社会的
普及へのインパクト，などのメリットを有していると考えられているからである。さまざまな
問題点は指摘されているものの，やはりICTを利用したeラーニングが生涯学習の分野で非常
に大きな可能性を持った教育指導手段であることは否定しようがない。はっきりしていること
は，従来の放送や郵便通信といった，いわゆる “old media” を用いた生涯学習の方法がもは
やすべての成人学習者にとって最上の選択だとは言えないということである。
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進歩と社会への普及はまさに驚異的であり，社会全体と
しては，日本でもようやく本格的なIT時代が周回遅れ
ながら到来していると言ってよいだろう。

しかし，生涯学習の分野は必ずしもそうした状況には
ない。日本の生涯学習における成人学習者のeラーニン
グ利用は，欧米豪の諸国に大きく後れをとっている。例
えばアメリカでは公立（州立）大学の90％以上がeラー
ニングのプログラムまたはコースを提供し，その過半が
学内外の成人学習者にも開放されているのに対し，日本
ではようやく２割前後の大学がeラーニングのコースを
提供するようになったに過ぎず，しかもその大半は学内
の正規学生のためのものである。しかもその比率は過去
数年の間あまり上昇していない。

そのような状況下ではあるが，日本でも近年，生涯学
習の分野においてeラーニングを本格的に展開しようと
いう動きが見られるようになっている。まず，従来の
IT（Information Technology）はICT（Information and 
Communication Technology）と表記されることが多く
なった。これは，邦語における「情報通信技術」により
的確に対応する述語を用いるということのほかに，コミ
ュニケーションの持つ双方向性をより強く意識した表記
の変化と考えることができよう。本稿でもこれ以降，1）放送大学
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ICTの表記を用いることとする。また，教育現場での変
化も著しい。例えば，熊本大学では，2006年４月，日本
初の「eラーニングの専門家をeラーニングで養成する」
ための大学院プログラムである教授システム学専攻が社
会文化科学研究科内に開設された。また，1985年以来，
テレビ・ラジオの放送を中心に科目を提供してきた日本
唯一の公開大学である放送大学でも，授業のインターネ
ット配信に向けて試行を開始している。「イット革命」
から20年近くを経て，ようやく生涯学習分野での本格的
なICT化が進められようとしているのである。

本稿では，そうした状況に鑑み，生涯学習の社会的背
景を概観した上で，生涯学習者，特に成人学習者の特性
を踏まえ，生涯学習とICTの現状と今後について考えて
いこうと思う。

1．生涯学習社会の背景

いうまでもなく，ある社会が生涯学習社会であるか否
かについては，学習者中の成人比率が増加して在校する
学齢期の子どもたちを量的に上回り，社会的な重要性と
いう点からも成人学習が学校教育を超越した状態といっ
た定量的な規定があるわけではない。そのような社会は，
フロントエンド型の近代学校システムが成立してから今
日まで，全く存在しなかった。つまり，生涯学習社会と
は，現実に生涯学習あるいは生涯統合教育が優勢となっ
た社会を指す概念ではないのである。このことは，特別
な形容句を冠された他の現代社会概念，例えば「情報化
社会」「高齢化社会」「少子化社会」といった概念とあら
ためて比べて見た場合，とりわけ奇異に映る。

しかし，多くの人々は，当然のことながらそのことに
それほどこだわることをしない。というのも，人々は，
生涯学習社会を生涯学習活動が活発化し，大半の人々が
人生のさまざまなステージで何らかの学習を意識的に行
うようになった社会というような結果としての具体的な
状況を指すものとは理解していないからである。周知の
ように，われわれの理解する理念としての生涯学習社会
は，シカゴ大学の総長を務めたハッチンス（Robert M. 
Hachins）の学習社会（the learning society）に源を持
つ概念である。ハッチンスは学習社会を，「すべての成
人に，いつでも定時制の成人教育を提供するだけでなく，
学ぶこと，何かを成し遂げること，人間的になることを
目的とし，あらゆる制度がその目的の実現を志向するよ
う，価値の転換に成功した社会」1）のことだとしている。
もちろん，こうした規定は，「すべての成人」や「いつ
でも」，「あらゆる」といった表現からもわかるように，
一種のユートピア，つまり永遠に実現しない架空のモデ
ルという性格を持つことも否定できない。事実，ハッチ
ンスは，未来社会を人々が労働から解放される余暇社会
だと見て，そのような社会において初めて人は「賢く，

楽しく，善く生きることができる」としたが，その理想
的学習社会のモデルとして古代ギリシャのアテナイ人社
会が想定されていたことは，まさにそれが一つの夢物語
であることを示しているといってよいだろう。というの
も，この産業化の進展した近代国家において奴隷制に基
礎を置くポリス社会がもはや成立し得ないことはあまり
にも明らかだからである2）。

しかし，特にわが国における生涯学習社会の理念には，
もう一つの現実的な側面があることも忘れてはならな
い。それはすぐれて政策的な側面である。すでに旧聞に
属する事柄となってしまったが，中曽根内閣の臨時教育
審議会がその答申によって打ち出した教育の構造改革に
より，わが国の教育政策はいわゆる「新自由主義」「脱
学校化」「教育自由化」の時代を迎えた。いうまでもなく，
新自由主義とは，国や公共団体（官）の管理をできるだ
け排除して，諸分野の課題の調整を市場（民）の自由な
競争に基づく調整機能に委ねようという政治理念である3）。
中曽根政権が推し進めようとした教育改革の背景には，
他の先進国と同様に，国家財政の悪化をもたらした「福
祉国家＝大きな政府」に対する批判があった4）。中曽根
政権は，教育改革に先行して，国鉄の分割民営化に象徴
されるように，福祉や社会サービス予算の削減等による

「小さな政府」を実現し，福祉や社会的サービスを可能
な限り民間と自由市場の競争で確保するという行政改革
を積極的に進めたが，その行政改革の考え方を教育改革
に適用しようとしたのが臨教審体制の姿勢であった。そ

1）新井郁男編『ラーニング・ソサエティ』至文堂，1979年，32頁。
2）新もっとも，ハッチンスは，「機械は，奴隷がアテナイの恵まれ

た少数者のために行ったことを，すべての現代人のために行っ
てくれる」といった，きわめて楽観的な社会観も示している（新
井『ラーニング・ソサエティ』32頁）。

3）自由主義は，レーガン共和党政権やイギリスのサッチャー保守
党政権がその基盤に据えていた “小さな政府” を標榜する理念と
して有名である。中曽根自民党政権も同じ政策を掲げたが，日
本の場合，その政策が現実のものとなって社会の表舞台に具体
的な姿を現しきるのに約10年の時が必要だった。中曽根政権以
降，今日までにJR，NTT，JT，国立大学法人，株式会社立大学，
民営刑務所などが誕生し，道路公団，郵便事業も解体され，民
間化された。

4）同時に，日本だけの特別な事情もあった。当時，日本は世界中
に競争力の高い製品を輸出して経済的には「一人勝ち」の状況
であり，それが世界の経済バランスを崩してもいた。そこで先
進諸国は，資本の流れを変えるため，日本に「金持ち」らしい
立場への転換，つまり「生産より消費」という価値の転換を求
めていたのである。要するに「内需型への転換」である。その
ためには，「働きアリ」だった日本の勤労者に休みを，それもま
とめて与えなければならず，お金を遣う「場」も「道具」も用
意しなければならない。今から四半世紀前以降の出来事の多く
はそれに関わっている。東京ディズニーランドなどのテーマパ
ークが作られ，海外パッケージ旅行がブームとなり，比較的安
価なワンボックスカーが普及し，消費者ローンが登場して普及
し，親の週休二日制や子どもたちの学校週五日制などが財界を
中心に強力に推し進められたのもこの時期であった。
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困難であり，その結果，臨教審以来たえず提唱され続け
てきた生涯学習社会も，全面的に展開するにはいたらな
かったのである。

ところが，近年，状況に大きな変化が生じている。情
報通信技術の著しい進展により，種々の教育機会の間の
障壁が急速に消失し始めた。とりわけ，他の教育機会と
は全く異なる排他的存在であった大学教育への参入障壁
が低くなっている。高等教育機関の立地する都市から遠
隔の地に居住していたり，フルタイムの職業に就いてい
たり，あるいは育児で家を空けられなかったりといった
学習上の空間的，時間的な障害が，情報通信分野におけ
るイノベーションによって克服されつつある。その中心
的な技術がICTである。

わが国でもすでに戦後の早い時期から成人を対象とし
た通信制教育が行われていたし，1980年代半ばからは，
放送による成人教育も本格化している。しかし，ICTの
飛躍的な発展による現下の変化は，それらとは次のよう
な点で明らかに異質である。第一に，郵便や書籍よる通
信制大学に付随していた文字メディアへの偏った依存か
ら脱却し，より精密な情報の提供や学習の動機付けに有
効な視覚的プレゼンテーションの利用が容易になってい
ることである。第二に，放送を主とする教育機会に宿命
的に伴っていた一方向性の教授−学習形態から，双方向
性の学習形態へと転換しつつあることである。第三に，
学習者の学びたい時に，学びたい場所で，学びたいもの
を学習できるというオンデマンド性が高まっていること
である。それによって，成人学習者にとってのメディア
利用の学習は，対面式の座学形態による学習よりもむし
ろ効果的で利便性の高いものとなりつつあるのである。

こうした諸条件の変化は，学校や大学といった「正規
の（フォーマルな）」教育機会とそれ以外の「生涯学習的」
教育機会との境界を不分明なものとしていく傾向がある
ため，成人学習者の主体的な学習活動への参加はいっそ
う容易になっている。すなわち，ICTの発達と大学ネッ
トワークの構築を契機として，物的にも，人的にも，さ
らには制度的にも，生涯学習に関わる諸教育機会間のボ
ーダレス化が著しく進展していることが指摘できるので
ある。

の象徴が，学校週五日制や授業時数・授業内容の削減な
どで議論となったいわゆる「ゆとり教育」，換言すれば

「（過）学校化社会からの脱却」だったのである。
この時，放送大学の開学に象徴されるような生涯学習

社会への移行も，同時に臨教審答申の柱の一つとされた。
一見無関係に見える「教育の自由化」と「生涯学習社会
の実現」が同時に目指されたことは，国民一般には奇異
な印象を与えたが，実はその生涯学習社会こそ，教育の
自由化と市場化によって公的な教育支援を受けにくくな
った人々への補償的な施策，つまりセーフティネットと
して提唱されたものであった。少なくとも教育システム
全体を企画し指導する中央官庁のレベルでは，ドロップ
アウトの受け皿として意識されていたのである5）。要す
るに，日本の生涯学習社会形成は，財界や世界市場が求
めた社会全体の市場化，つまり従来は金銭を媒体として
こなかった慣習的，文化的，精神的，共同体的な関係を，
市場を仲立ちとする関係に変えていくというムーブメン
トの一環として主唱されたという側面も持っていたとい
うことである。日本の教育の自由化，多様化，そして市
場化を強く求めた臨教審以降の教育改革の中心課題の一
つが「生涯学習社会の実現」だったこと，そして1990年
に成立した生涯学習振興法の二本柱が「生涯学習行政へ
の首長部局の参画」と「民間事業者の能力活用」であっ
たことからもわかるように，その課題の実現が官主導で
ありながらも新自由主義を標榜して推し進められたこと
は，その後のわが国の生涯学習体制の在り方に大きな影
響を与えずには置かなかった。その最大の要素が，官が
主導する市場指向のシステム整備ということである。

2．学習機会のボーダレス化

よく知られているように，フランスのポール・ラング
ランがユネスコ会議において提唱した生涯教育の理念に
始まる生涯学習の本質は，「人の生涯のさまざまな機会
における学習活動を，学習者の主体性に基づき生涯にわ
たって継続的かつ統合的に行う」というものであった。
しかし，わが国では生涯学習の概念が必ずしもそのよう
な社会的理解がなされてきたわけではない。生涯学習と
いえば，学校教育とは異質な学習内容を持ち，中高年層
の人々が余暇を利用して行うものと捉えられがちだった
のである。それは，戦後長い間，学齢の若年者に対する
学校教育，職場における企業内教育，そして行政サービ
スの一環としての社会教育といったように，教育機会が
個々別々に存在していたからである。それらは，機会を
供給する側から見ても，またそうした機会を利用する側
から見ても，ほとんど重なりと共通性を持たず，内容的
にも互換性のない異質のものだったといってよい。その
ような環境のもとでは，諸機会を自らの必要に応じて多
様に利用するという自立的な成人学習が進展することは

5）当時の文部行政のフロントで指揮官役を務めていた寺脇研は，
「……日本の社会はみんな横並びがいい，大きな政府でどんどん
金を投入しようとやってきた。だが，豊かな社会が達成され，
それではもたないから小さな政府にかじを切るよ，となったわ
けです。……臨時教育審議会がつくられた。文部省は株式会社
立学校や学校選択の自由で押しまくられる。そこで，しっかり
セーフティネットワークを張る作戦に出た。それが「生涯学習」
です。ドロップアウトしても，いつでもだれでもどこでも学べ，
やり直せるように……」と述懐している（『朝日新聞』2005年12
月４日朝刊）。
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3．成人学習者の特性とメディアの利用

ところで，ノールズ（Malcolm S. Knowles）も指摘
するように，若年学習者と比べた場合，成人学習者には，
①自己管理的（self-directed）に学習を進める傾向，②
情報伝達型の学習より経験を基にした学習を好む傾向，
③社会的・職業的役割と学習内容の合致を求める傾向，
④問題の有効な解決を目指し応用の利く，それゆえに速
修性のある学習を求める傾向，といった顕著な特性が見
られる6）。加えて，成人学習者は年齢的，生理的に流動
知よりも結晶知が優越しているのが一般的である。また，
若年学生のような同質の同年齢集団を授業外で形成しに
くいため，教師との個別的直接的な人間的触れ合いを求
める傾向がある。

そのような特性により，成人学習者は，自己管理的な
学習に適した通信や放送といった遠隔教育手段に加え
て，教師との，あるいは学友との人間的な結合を保障す
る対面式の授業とを組み合わせた，メディアミックスと
呼ばれる形態を求める傾向が顕著であった。1983年に開
学し，85年に教育活動を開始した日本の放送大学は，ま
さにそうしたメディアミックスによってコースの提供を
行う，世界でも他に例を見ない高等教育機関であった。
しかし，現状では，放送という一方向の，しかも時間的
空間的あるいは学習方法上の拘束性が残存するメディア
への依存性が強い学習機会であるにとどまっている。そ
うした技術的限界に対しては，すでに1980年代末期から，
双方向性と種々の制約の克服を目指すメディア技術のイ
ノベーションを求める声が高まっていたのである。

成人学習に関しても，またメディア・イノベーション
に関しても，ともに世界をリードする立場にあるアメリ
カでは，生涯学習とICTをめぐる大きな変化が，すでに
1990年代前半から顕著に起こっている。遠隔成人教育に
関する実践と研究の中心機関の一つであるペンシルバニ
ア州立大学のミラー（Gary Miller）は，大学における
成人学習に関して，そうした変化を大きく次のような三
点にまとめている7）。第一に，従来は周辺的，補助的な
位置付けしかなされなかった成人学生に対する遠隔教育
が，ウェブ・コースのオン・キャンパス授業との共用な
どを通じて，大学教育の主要部分に関わるようになった

（つまりメインストリーム化した）ことである。第二に，
同期（時）通信，双方向通信など進んだ情報通信技術の
利用が可能となったことにより，学習環境に大きな変化
が生じたことである。そして，第三に，ますます多様化
する成人学習者の要求に応じた教育機関側の柔軟な対応
がなされるようになったことである。トンプソン（�����Melo-
dy M. Thompson）とシュート（Alan G. Chute）も指摘
するように，一般的な思い込みとは逆に，成人学習者は
既成の固定的な学習方法ではなく，より柔軟で個人的な
アプローチを指向する傾向が強いのである8）。

その結果，現在では全米の高等教育機関で，ネットワ
ークを利用した遠隔教育を行うようになっている。そこ
では，従来のビデオやサテライトを利用した遠隔授業の
ような教師から学生への一方向の講義は影を潜め，映像
や音声を自由に活用する教授者と学習者の間で同期的ま
たは非同期的に行われる双方向のコミュニケーション，
あるいはさらに進んで遠隔地の学習者同士の同期的，非
同期的な交流などが日常的に見られるようになってい
る。あたかも教室にいて実際に教員および何人もの学友
とディスカッションをしているようなバーチャルな学習
環境の創出さえ可能である。さらに進んで，多様なメデ
ィアを組み合わせて用い，それぞれのメリットの相乗効
果（シナジー効果）を狙ったブレンディッド・ラーニン
グ・システム（blended learning system）も実践されて
いる。こうした変化は，経験指向性の強い成人学習者に
とって，経験そのものを「遠い経験」から「近い経験」
へと替え，生涯学習における学習効果をより高めること
につながっていると評価されている。そうした変化を現
実のものとした最大の要因が，情報通信技術，つまり
ICTの著しい発展であり，そうした技術の積極的な利用
であることはいうまでもない。

4．情報通信技術の発展

ICTの範疇に属する技術には，インターネットに代表
されるコンピュータ通信ネットワークからテレビ電話，
衛星放送，CATV，あるいは旧来のテレビ・ラジオなど
までが含まれる。そのうち，現在および今後の生涯教育
システムに強い影響を与えると思われるのは，インター
ネット通信，CD-ROM，DVDといった，「ディジタル
ICT（IT）」であろう。したがって，日本の生涯教育シ
ステムに関する研究開発事業も，そうしたディジタル 
ICTを中心に進められているといってよい。それらの中
でもとりわけインターネットは，その簡便さおよび利用
可能性の広さと多様性において抜きん出た存在であると
いうことができる。

ICTをインターネット利用という側面から見た場合，
日本は，前世紀末まで必ずしも顕著に進んでいるとはい
えない状況にあったが，ごく最近になって，ようやく世
界的な水準に到達してきた。総務省が行っている「通信
利用動向調査」各年度版によると，世帯単位で見たイン
ターネット普及率は91.1％と，ほぼ全世帯に普及してい

6）Knowles, Malcolm S., The Adult Learners -second edICTion-
（1978）pp. 184-185.

7）Miller, Gary.（1997）'Research OpportunICTies in Distance 
Education', PAACE Journal of Lifelong Education Vol.6, p. 1-7.

8）Thompson, Melody M. and Chute, Alan G., 'A Vision for 
Distance Education: Networked Learning Environments', Open 
Learning, June 1998, p.5.
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る状況であることがわかる（図１）。とりわけ，2000年
から2002年にかけての数値の伸びが際立っている。これ
は，2000年７月に設立されたIT革命を推進する国家戦
略およびその具体策を検討・推進するための会議体であ
る「IT戦略本部」の活動によるところが大きい。IT戦
略本部は，首相を本部長に関係省庁の閣僚から構成され
た超省庁的存在で，その下に民間有識者で構成される
IT戦略会議が置かれた。会議は11月にIT基本戦略を策
定し，それに基づいてIT基本法を成立させて，わが国
のIT化の方向性を決める上で非常に強い影響力を持っ

たのである。
国際的に見ると，わが国のインターネット普及は，現

在必ずしも世界の最先端を行くとはいえないものの，ア
メリカの69.8％に次ぐ68.3％で，一応はトップレベルに
あると言ってよい状況にある。図２にあるように，パソ
コン普及率とほぼ同水準の利用率であることがわかる。
なお，欧米各国では，インターネット利用よりもパソコ
ン普及率が高くなっており，興味を引かれる。

こうしたインターネット利用状況を，年齢階層別に見
たものが図３である。これを見ると，15歳から44歳の諸

図１　インターネット普及率の推計（世帯単位）

図２　世界各国のパソコン普及とインターネット利用（2006年度）
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階層で８割以上の高い利用率に達している反面，50代以
降は急速に比率が下がり，75歳以上の階層の場合，利用
者は１割にも満たなくなることがわかる。

インターネットの利用内容は，図４のとおりである
（複数回答のため，計は100％を超える）。

ほとんど電子メールと情報検索等に利用していること
がわかる。eラーニングなどのインターネット利用学習
は「その他」に分類されると思われるが，その比率は必
ずしも高くない。少なくとも40代まではインターネット
を活発に利用しているものの，現状では学習目的の利用

は必ずしも比率が高くない。このことは，逆に学習目的
でのインターネット利用の潜在的可能性が必ずしも低く
ないと言うことも意味するのではないだろうか。

インターネットに代表されるこうしたICTの急速な発
展は，日本における生涯学習のあり方を著しく変えつつ
ある。その変化とは次のようなものである。第一に，郵
便や書籍よる通信制大学に付随していた文字メディアへ
の偏った依存から脱却し，より精密な情報の提供や学習
の動機付けに有効な視覚的プレゼンテーションの利用が
容易になっていることである。第二に，放送や書籍とい

図３　年齢階層別インターネット利用者数と推定利用率（2006年）

図４　年齢階層別インターネット利用目的の比率（2006年）
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ったメディアに宿命的に付随していた一方向性の教授・
学習形態から，双方向性の学習形態へと転換しつつある
ことである。第三に，ICT利用により空間的，時間的制
約を容易に克服することが可能になったため，学習者個
人の都合とペースに適合したオンデマンドな学習ができ
るようになったことである。そして第四に，大きな投資
を要する設備や機器などを必要としないため，より安価で
効果的な学習を進めていく可能性が高まったことである。

5．生涯学習分野でのICT利用の動向

すでにネット先進国アメリカでは，Webを利用して
遠隔地の学習者にコースを提供する教育指導形態である
eラーニングが急速に広まりつつある。eラーニングの基
本形は，インターネットのWeb上に掲載された教材に
学習者個人が直接アクセスし，その教材の指示に従って
学習を進めていくというものである。学習を進めるにあ
たっては，随時小問題（クイズ，ドリル）が用意され，
学習者はそれにメールで解答する。寄せられた解答は講
師によって，もしくはあらかじめシステム化された採点
ソフトにより自動的に採点され，返送される。講師への
質問や学習者へのレポート課題，試験問題の送付もメー
ルによって行われる。eラーニングは，単に学習におけ
る時間的あるいは空間的な負担を減ずるという効率化の
効果だけでなく，テキストや教室での講義では得られな
い新しく豊富な情報に接することができる，世界的な拡
がりを持つ「学習者のバーチャル・コミュニティ」の中
で充実した学習を進めることができる，そして，旧来の
受動的な学習概念を打破し，新しく積極的で自律的な学
習概念を打ち立てることができるといった豊かな可能性
を有する教育指導システムとして，生涯学習機会の中で
急速にその重要性を増している。とりわけ，成人を対象
とした大学教育，大学エクステンションにおいてその利
用が進んでいる。

そうしたインターネット利用の学習は，従来型の遠隔
教育にも少なからざる変化をもたらしている。例えば，
公開大学の世界的なモデルとなったイギリスのオープ
ン・ユニバーシティ（OU）では，開学以来，35年間に
わたり国営放送BBCを通じて科目の一部を放送してき
たが，2006年12月16日をもって，BBCを通じてのすべ
ての放送を終了した。現在もBBCの協力の下，科目作
成は続けているが，それらの科目は，インターネットを
通じて，「チャンネル２」というサイトで学生に対して
のみ提供されている9）。つまり，OUでさえ，“放送から
インターネットへ” という，遠隔教育の大きな流れに抗
うことはできなかったということである。

ここでは，そのように現在世界の遠隔教育の主流にな
りつつあるeラーニングを利用した成人対象の大学教育
のうち，代表的な試みのいくつかを取り上げて，そのシ

ステムと教育実践の概略を見ていくことにしよう。
①スタンフォード大学

1990年代中葉，アメリカにはeラーニングを行う数多
くの大学が登場した。それらは大きく二つのタイプに分
けられる。その一つは，伝統的な大学が定評ある既存の
授業内容をウェブに乗せ，遠隔学習者に提供するもので
ある。ハーバード，コロンビアといった著名大学でも，
教育指導の一部をeラーニングで行っている例は多いが，
一つの学位コースの全ての授業をウェブに載せている大
学はスタンフォードだけである。スタンフォード大学で
は，1998年より電気工学専攻の修士課程がオンラインで
提供されている10）。学生は基本的に会員企業の従業員で，
その意味ではリカレント教育の性格を有しているが，正
規のオンキャンパス学生と全く同格に位置づけられてい
る。従来より，約70のコースがテレビ授業として提供さ
れていたが，その内容を圧縮してファイル化し，ネット
上で視聴できるようにすることで，放送時間に拘束され
ない非同期的な学習を可能にしている。また，セミナー
形式の授業をインターネット会議で行ったり，フォーラ
ムを開設したりといった学習支援システムも整備されて
いる。2002年９月からは，日本の企業に対してもその一
部を提供している。スタンフォード以外でも，より大衆
化した大学，例えば州立のメリーランド大学などでは，
毎年入学してくる約７万人の学生のうち，過半の約４万
人がeラーニングコースの学生だということである。こ
うしたタイプの教育実践は，すでに高い評価を得ている
高度で専門的なオンキャンパスの授業内容を，同水準で
ネットに乗せるところに特徴があり，母胎となる大学が
すでに持っている教育資源の分野と水準によってeラー
ニングの分野と水準も決まってしまうという限界がある
ため，多様な学習目的を持つ生涯学習者への教育機会と
しては一定の限界があるといわざるを得ない。
②ジョーンズ国際大学

もう一つのタイプは，新たに設立された，インターネット
上だけに存在するネット大学である。たとえば，アメリカ
のジョーンズ国際大学は，1995年に開講されたネット大学
で，キャンパスを全く持たず，コロラド州デンバー市の郊
外にホームページを運営するオフィスがあるのみである11）。

 9）Huw Richards, "Goodbye to kipper ties and sideburns," The 
Times Higher Education Supplement, 15 Desember 2006.

10）苑復傑「アメリカの高等教育と情報技術」『IDE』No.422（2000
年10月），50〜56頁。苑は，オンライン高等教育には基本的に「対
面授業への代替機能」「対面授業の補完機能」「対面授業の拡張
機能」の三者があり，そのうちスタンフォード大学の修士課程
のような実践は，拡張機能の性格が最も強いと指摘している。

11）1999年12月６日付朝日新聞（朝刊）の記事による。記事は，ジ
ョーンズ国際大学に在籍する27歳の男性（専門学校講師）が，
修士号を目指して学習している様子を紹介し，ネット大学が従
来大学（院）教育にアプローチできなかった人々にも教育の機
会を広く提供していることを指摘している。
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この大学では，学士および修士の授業が42コース提供さ
れ，世界30カ国から約600人が常時「通学」している。
年間経費は授業料と本代などで約4800ドルである。ジョ
ーンズ国際大学は，1999年３月，米北中部大学協会から，
ネット大学として初めてのアクレディテーション（基準
認定）を獲得し，いわゆる「正規の」大学としての社会
的認知を受けた。今日，ジョーンズ国際大学と同様の
100を超える個別ネット大学が，全米各地で運営されて
いると見られる。しかし，教員を含む教育資源の水準や
専門分野が限られるため，そうした個別の新規参入オン
ライン大学が効率的に学生を集めることは容易でないの
が現実のようである12）。
③カリフォルニア・バーチャル・キャンパス

ネット大学は，eラーニングを教育指導の中心に据え
ているため，キャンパスの空間的な立地に全く拘束され
ないという特性を持っている。その特性を利用すれば，
学習者の要請に応じて多様なコースを用意する必要が生
じたとしても，それに個別大学だけで対応する必要はな
い。そこで近年，州政府が主導して多様な専門分野を持
つ複数の既存大学のコンソーシアム（consortium：連合
体）を結成し，共同で一つのeラーニング大学を運営す
るという形態が多く見られるようになってきた。そこに
は，高等教育機会の拡大という公共の目的と，教育効率
の向上を図るという機関の側の経営的目的との両立とい
う成立の背景を見ることができる。カリフォルニア・バ
ーチャル・キャンパス（以下CVC）は，そうしたコン
ソーシアム型eラーニング大学の代表的なものである。
CVCは1999年にカリフォルニア州内の108の高等教育機
関の連合体（財団）として発足した13）。2006年現在，会
員校は137校に増え，約20,000人の学習者に5,972コース
を提供しているが，そのうちの70％がオンライン・コー
スである。学習希望者は，CVCのホームページの加盟
高等教育機関のリストから，希望する機関を選び，そこ
に登録して提供されているコースを履修する。CVC自
体は学位を出さないためアクレディテーション（公的外
部機関による教育の品質認定）を必要としない。また，
授業料も各教育機関に帰属することになっている。
④熊本大学

先にも触れたように，熊本大学大学院社会文化科学研
究科では2006年４月，eラーニングの専門家を養成する
教授システム学専攻を設置した。そこでは，eラーニン
グ専門家に求められる理論・実践融合型のバランスのと
れたスキルの涵養が目指されている14）。その理論面の根
底には，日本でも最近になって引用される機会の増えた
ID��������������������������������������（�������������������������������������Instructional Design�����������������：教授設計）を中心に，������IT����（���In-
formation Technology： 情 報 技 術），IP（Intellectual 
Property�������������������������������：知的財産権）そして���������������������IM�������������������（������������������Instructional Man-
agement：教育管理）を合わせ，４つの「I」が据えら
れている。この４つの「I」こそ，eラーニング大学院が

育成を目指す専門家に必須のスキル領域であるとされ
る。第一期生は15名（ほかに科目等履修生22名）であっ
た。２年後には最初の修了生７名が輩出，2008年には博
士後期課程（定員３名）を新設した。教授システム学専
攻では，教育効果が高く魅力のあるeラーニングを開発，
実施，評価できる高度専門職業人の養成を目的に掲げ，
教育研究活動を展開してきた。

提供される講義等の内容には，「インストラクショナ
ル・デザイン」「情報技術教育方法論」といった基盤的
な分野から，「eラーニング政策論」「教育ビジネス経営
論」「ネットワークセキュリティ論」「ネットワーク上の
知的財産権」「情報リテラシー教育におけるeラーニン
グ」等々，上記の４つの「I」全般が網羅されている。
教授方法としては，対面授業とネット授業が併用されて
おり，全国に点在する学生がほとんど熊本のキャンパス
に行くことなく，レポートや試験も含んだ学習をICTを
用いて日常的に継続している。さらに，今後は，eラー
ニングのボーダレス性という特質を活かして，他分野の
諸機関や海外との連携協力も視野におさめているという。
⑤放送大学

1985年に開講した放送大学は，現在まで，毎年度330
コースに及ぶ授業科目をすべてテレビ・ラジオによる放
送で提供してきた。しかし，現在，放送による科目の提
供にはいくつかの問題点が指摘されるようになってい
る。第一に，「いつでも，どこでも，誰もが」という開
学以来の標語が，放送では必ずしも実現できないという
指摘である。プログラムの放送時間と機器の有無，そし
て何より，その時間と場所に自由な学習行動が取れるか
否かという種々の制約が，実際には厳然と存在するので
ある。第二に，放送は一方向のメディアであり，学習者

12）例えば，1999年に当時のブレア首相が打ち出した「国外の高等
教育マーケットにおけるイギリスのシェアを拡大し，教育の輸
出により海外の学生からの授業料収入を50％増にする」という
方針のもと，政府が国内全域の大学を会員に公費２億ポンドを
出資して2002年に設立したイギリスのeユニバーシティは，結
局900名の学生しか集められず，ネットバブルの崩壊（イギリ
スではthe collapse of the dotcom boom）とともに2004年に閉
校となった。既存伝統校のオンライン・エクステンションとの
競合に敗れたと見られている（BBC On Line News, 3/3/2005, 
http://news.bbc.co.uk/2/hi/uk_news/education/4311791.stm に
よる）。

13）CVC発足の際の母体となったのは，カリフォルニア・バーチャ
ル大学（CVU）である。CVUは1998年に開学したが，授業料
収入がCVUに帰属しないことによる財政的な問題で，７カ月後
に閉鎖された。CVCはCVUメンバーのうちのコミュニティ・カ
レッジを中心に，州の時限プロジェクト（５カ年）として再出
発したものである。詳しくは，吉田文「コンソーシアム型のバ
ーチャル大学は未知数」『カレッジマネジメント』No.108，2001
年，50〜55頁を参照されたい。

14）熊本大学大学院社会文化科学研究科教授システム学専攻の概要
と実践に関しては，大森不二雄編『IT時代の教育プロ養成戦略』

（2008年）を参照されたい。
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側と教授側とのインタラクションが困難だという指摘で
ある。そして第三に，限られた予算の中で放送品質の番
組を制作することが次第に難しくなってきたという指摘
である。

そうした問題点を解決し，隘路を打開するため，放送
に代わるメディアとして最も期待されているのがインタ
ーネットによるeラーニングである。単位認定の規定や
著作権処理など，解決すべき課題はなお少なくないが，
放送授業のコンセプトを最大限に引き継ぎ，時間的制約
や一方向性など学生にとって学習上のネックとなってい
る諸問題を解消し，かつ財政的問題にもプラスに作用す
ると思われるインターネット利用は，おそらく近い将来，
放送大学における授業の中枢に位置付けられる可能性を
秘めている。

中高年学生が多いことによる学生の側のレディネスの
問題も，実際には必ずしも大きなものではない。データ
は少し古いが，2002年10月の放送大学学生実態調査では，
下図に見るように，放送大学の学生の３分の２以上がイ
ンターネットを利用し，半数がそれによる双方向授業に
期待していることがわかった15）。もちろん，学習にあた
ってのコンピュータの（オフ・ラインでの）利用度も極
めて高いことを調査結果から読み取ることができたので
ある。
⑥徳島大学

これまでのところでは「教授−学習」タイプの教育に
おけるICT利用を中心に見てきた。しかし，ICT利用の
可能性はそうした伝統的な学習の延長線上にのみとどま
るものではない。ここでは，これまでにない新しいICT
利用の方向として，徳島大学における実践の例を見るこ
とにしよう16）。

徳島大学大学開放実践センターでは，2002年度に一組
の連携公開講座，「ホノルルマラソンを走ろう」（以下，

「走ろう講座」）および「ホノルルマラソンをインターネ
ット中継しよう！」（以下，「中継講座」）を開講した17）。
前者は，７ヶ月の準備カリキュラムの後，第30回ホノル
ルマラソンの完走を目指す講座で，26から69歳までの91

名が参加した（ネットを通して遠隔地でトレーニングす
るサイバーレッスン参加者５名を含む）。平均年齢は47
歳であった。後者は，同じ期間にモバイルメディアの理
論と操作について学習し，連携講座参加者の走行状況を
中継・速報することを目標とする講座で，36〜77歳，平
均57歳の28名が参加した。

本章のテーマに関わる「中継講座」では，「走ろう講座」
参加者の７ヶ月にわたる練習風景をWebサイトで情報
化し，さらにホノルルでのマラソン参加の様子を中継，
速報するためのICT学習を行った。「中継講座」では，
携帯型ノートパソコンなどを駆使して移動しながらイン
ターネット中継を行い，生涯学習における「場と時間の
共有」を実践・体験することを中心課題に設定して，毎
週１回（水曜夜）２時間，モバイルコンピューティング
のスキルを学んだ。その課題のため，「中継講座」の学
習では，次のような４つの柱が設定された。すなわち，
①同時中継の学習と実践……ホノルルマラソン大会のイ
ンターネット同時中継の実践，②講座の情報化……講座
内容や中継記録の公式Webサイトでの公開17），③モバイ
ルリテラシーの学習……パソコン，インターネット，サ
ーバー，LAN，htmlファイル，ファイル転送，デジタ
ル画像処理，メール送受信，等々に関する基礎的理解と
各種モバイル機器に関するスキルの学習，④場と時間の
共有とオンライン連携を内包したICT生活演習……イン
ターネットを利用しての空間・時間・資源の日常的な共
有およびチームワーク形成や情報の伝達・発信に関する
演習，である。モバイル技術は，例えば周回タイムの記
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15）放送大学学園『自己点検・評価報告書─開かれた大学を目指し
て─』2004年，219頁。

16）徳島大学の実践に関する情報は，吉田敦也「モバイルメディア
の活用」山路弘起・佐賀啓男編『高等教育とICT』玉川大学出
版部，2003年，81〜92頁，および田中俊夫・吉田敦也「ホノル
ルマラソンにおける公開講座海外実習報告」『徳島大学大学開放
実践センター紀要〈第14巻〉』2003年，65〜79頁による。

17） 徳 島 大 学 ホノル ル マラソン 公 式 サ イトはhttp://www.cue.
tokushima-u.ac.jp/honolulu/honomara/index.htmlである。

http://www.cue.tokushima-u.ac.jp/honolulu/honomara/index.html
http://www.cue.tokushima-u.ac.jp/honolulu/honomara/index.html
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録や整理，あるいはトレーニングの管理といったように，
「走ろう講座」の実践にも積極的に応用された。

７ヶ月のICT学習の成果をもとに行われたホノルルで
の中継は，次のような四つの実践活動を中心に行われた。
その第一は，ホームページ速報である。現場でのビデオ
撮影後，直ちに画像処理をした上でインターネットで大
学へ送信し，その情報を日本のバックアップ班がhtml
化してホームページに掲載する，という手順である。第
二は，定点観測で，特定の場所に設置したカメラからの
走行状況を一定の間隔（２分）で撮影し，リアルタイム
にWebページへ送信するというものである。第三が，動
画ライブ中継であり，ムービーデータのリアルタイム中
継である。その情報は大学に設置されたサーバーに送ら
れ，全世界からいつでもアクセスできる体制が整えられ
た。最後は，「走ろう講座」メンバーらに対するインタ
ビュー風景の携帯電話による公式サイト掲示板へのアッ
プである。

2002年12月のホノルルマラソン大会では，参加した
「走ろう講座」の55名全員がフルマラソンを完走し，そ
の様子を伝えた公式サイトへのアクセス数も，大会当日
だけで1,448ビューに達した。講座終了後，受講者からは，
目に見える目的を持った学習活動の有効性や，社会との
強いつながりと使命の実感，受講生間の連帯感の醸成，
等々の点で，非常に大きな成果があったという報告がな
されている。とりわけ，学習にモバイルメディアという
ICTを最大限に利用することにより，学習者と学習者，
学習者と指導者，さらには当事者と一般市民といった集
団間での場と時間の共有が可能となり，それが「共感」
と学習意欲につながることが強く指摘されている。

講座を指導した吉田らは，ICチップとGPSシステムを
利用したさらに精密なモバイル中継実践も企画してい
る。従来の生涯学習へのICT利用といえば，伝統的な教
授−学習プロセスにおける時間的空間的な障害を克服す
るための補助・補完手段，と考えられていたが，徳島大
学のこうした実践は，われわれにICTによる全く新しい
生涯学習の可能性と地平を見出させてくれるものといっ
てよいだろう。

6．生涯学習へのICT利用−その展望と課題−

時間的，空間的に制約の大きい生涯学習者の多くは，
従来型の大学教育には馴染まない学習環境と学習条件を
負っている。これまで見てきたように，ICTを利用した
遠隔高等教育は，そうした制約をきわめて小さくするこ
とで，とりわけ生涯学習の需要者に有利な教育指導シス
テムになっているということができる。それは，一般に
eラーニングが，学習上の時間的・空間的・社会的制約
と不平等の解消，学習コストの軽減，授業に利用できる
情報の量の増大と拡がり，ICT関連技術の社会的普及へ

のインパクト，などのメリットを有していると考えられ
ているからである。しかし，学習上不可欠の手段となる
コンピュータ所有に関しては，社会階層的な不平等が指
摘されているし，学習コストも，先のCVCやWGUの例
からもわかるように，機関の側から見た場合には対面型
の伝統的授業形態と比べて必ずしも無条件に有利という
わけではない。

一方，生涯学習に用いられるeラーニングに対しては，
「缶詰を開けて食べさせる」ような知識の詰め込みは学
問的に見て意味があるとはいえない，基本的に代替授業
であって学習効果は対面授業に劣る，人間的接触による
社会化効果を期待できない，学習者を個人的に特定でき
ず達成評価が困難である，等々の問題点も指摘されてい
る。その中で，学習効果に関しては，各種の授業評価調
査で，ICTを利用した遠隔教育は従来型の教育に比べて
劣っていないか場合によっては勝ってさえいる，という
結果も示されているが，その反面，そうした調査には方
法的に問題があり，ICTを用いた遠隔学習が必ずしも対
面型の学習機会と同等または有利だとはいえない，とい
った批判も示されている。その点に関しては，種々のメ
ディアの中でCD-ROMが最も評価の高いメディアであ
るという調査結果もある。授業の枠組みはオンラインで
提供し，繰り返し参照する膨大な量の資料やプログラム
ソフトが必要な場合はCD-ROMで，といった併用も有
効な方法であると考えられよう。また，人間的接触の不
足に関しても，高等教育段階での教授者と学習者との直
接的接触は初等・中等段階ほど重要ではないという見解
がある一方で，高等教育段階であっても，パソコン上の
やりとりではどうしても伝達しにくいメッセージがある
という指摘もある。学生をバーチャルな環境に過剰適応
させ，対人コミュニケーションの機会を減じてしまう危険
性もないとはいえない。また，成人学習者の多くは，学
習効果を高めることよりも対人コミュニケーションの機会
を増やすことに関心がある，という傾向も見逃せない。

しかし，そうした問題点は指摘されているものの，や
はりICTを利用したeラーニングが生涯学習の分野で非
常に大きな可能性を持った教育指導手段であることは否
定しようがない。もちろん，高等教育システムをより多
様で多彩なものにすることで，これまで高等教育を必要
としながら種々の制約から断念してきた学習希望者に学
習機会を提供する効果も高い。のみならず，eラーニン
グには，「第一に，従来の学習者層とは異なるより多く
の需用者に対して十分な教育を提供できるよう，教育す
る側の教育力を高める効果，そして第二にこれまで伝え
ることができなかった様式の教育的メッセージの提供を
可能にする効果，を有している。それを有効に利用する
ことで，われわれは遠隔授業だけでなく従来型の対面授
業をも変えていくことができる」18）といった，高等教
育全体に関わる重要な機能もある。まさに，“No longer 
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the learners have to go to universICTies, but the uni-
versICTies woll go to the learners” 19）という状況が一
般化しつつあるのである。はっきりしていることは，従
来の放送や郵便通信といった，いわゆる “old media”
を用いた生涯学習の方法がすべての成人学習者にとって
最上の選択だとは限らない，生涯学習にはeラーニング
に代表される多様な選択肢があってもいいし，また，あ
るべきである，ということであろう。
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The Possibility of the Practical Use of ICT to the Lifelong 
Learning in Japan

Masaya Iwanaga１）

Comparing the ICT use in the lifelong learning in Japan with European, American and 
Australian countries, but in late years the situation came to improved year by year. There 
are two factors in the background. The first is the progress of the ICT technology and the 
remarkable spread of ICT. The second is the liberalization and the marketization of the 
lifelong learning by the neoliberalism. As a result, the ICT use in the field of lifelong learning 
advances, and e-learning in particular is spreading out rapidly. In addition, making the 
lifelong study borderless has advanced remarkably in Japan. 

Most of the lifelong learners have limitation in terms of time spatially and that is why are 
not familiar with the face-to-face lectures of conventional university education. It may be said 
that it is in the education guidance system which, in particular, is advantageous to the 
lifelong learners by the remote higher education using ICT is full of such a limitation, and 
lowering it.

The e-learning using ICT has the very big possibility in the field of the lifelong learning. 
As for what become clear, the method of the lifelong learning with so-called "old media" such 
as conventional broadcast and the postal communication are not the best choices anymore 
for all adult learners.

Keywords

ICT, lifelong learning, e-learning, borderless, the Open University of Japan, two-way 
communication, on-demand, “old media”

1）The Open University of Japan


